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（単位:千円）

（２）２７年度の取組と成果

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

内

　

訳

事業費 54,815 51,781 3,034

総 事 業 費 82,223 75,642 6,581

事業名 消防団活動推進事業 決算書頁

一般財源 73,630 70,881
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視点・政策 02　安全安心　・　04　備える

消防団活動の支援

事業コスト ２７年度 ２６年度 比較 財源 ２７年度 ２６年度 比較

３．コスト情報

施策 25　地域の防災力を高め、災害時に迅速に対応します

所管部・室・課 消防本部　総務課 作成者 課長　中塚　正

２．事業の目的

職員人件費 8,761 8,673 88 地方債

国県支出金

2,749

参考
職員数（人） 1 1 特定財源（その他） 8,593 4,761

公債費 18,647 15,188 3,459 特定財源（都市計画税）

3,832

再任用職員数（人）

<細事業１> 消防団活動推進事業

（１）参画と協働の主な手法（実績）

４．事業目的達成のための手段と成果

細事業事業費（千円） 52,268

水防訓練の様子 秋季火災予防運動中における放水訓練の様子 

男性消防団員の出場状況（延べ人数） 27年度実績
火災等出場 訓練等出場 年末警戒

640 930 687

男性消防団員の実員数（人数） （年度末現在）
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

362 359 359 358 357
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（２）２７年度の取組と成果

５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

　

自己評価（達成度）

２７年度の事業の達成状況

想定以上の成果を達成できた。 訓練や研修等を効率よく行い、消防団員の災害対応力等の

向上が図られた。これにより、火災、水防出場時にも消防団

の機動力を如何なく発揮し、被害の軽減に努めた。

また、女性消防団員においては、兵庫県消防学校での女性

消防団員研修等により修得した救命講習普及員としての知識

をもとに、地域住民等を対象とした救命講習会等に参加する

など、防火や救命の啓発活動を行った。
※「自己評価（達成度）」は、数値や具体的な行政サービスの向上、建設
事業等の進捗状況を踏まえ、各種計画や予算で想定していた成果に対する
達成度合いで評価しています。

課題と改善について ２８年度以降における具体的な方向性について

少子高齢化や就業形態の変化等に伴い、消防団員の

確保が困難な状況であるとともに、団員の高齢化が

進んでいる。

大規模災害などの非常時や防火・防災の啓発活動

においては、消防団員の動員力や能力・知識が必要

不可欠であるため、今後も団員の確保に努める。

地域防災の要となる消防団員は、本市においても全国同様

年々減少している。しかし、消防団の有する「要員動員

力」、「地域密着性」、「即時対応力」は、大規模災害時

や、地域の防災力の向上に必要不可欠である。

今後も、女性消防団員を含め、条例定数を満たすよう団員

の確保に努めるとともに、消防団員の資質向上を図るため、

様々な災害状況に応じた訓練や安全管理等を目的とした研修

等を実施し、消防団活動を支援していく。
※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と
協働」の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記
述しています。

おおむね達成できた。

少し達成できた。

現状のままに留まった。

<細事業２> 女性消防団活動推進事業

（１）参画と協働の主な手法（実績）

細事業事業費（千円） 2,547

ＱＱひろばにおける救命講習の様子 かわにし能勢口まつりにおける防火啓発の様子 

女性消防団員の出場状況（延べ人数） 27年度実績
火災等出場 訓練等出場 年末警戒

0 125 10

女性消防団員の実員数（人数） （年度末現在）
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

20 19 20 19 20
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（単位:千円）

（２）２７年度の取組と成果

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

内

　

訳

事業費 3,593 3,687 △ 94

総 事 業 費 3,593 7,620 △ 4,027

事業名 犬の登録事業 決算書頁

一般財源 2,548

204

視点・政策 02　安全安心　・　05　守る

狂犬病の蔓延を防止する

事業コスト ２７年度 ２６年度 比較 財源 ２７年度 ２６年度 比較

３．コスト情報

施策 29　快適な生活環境を守ります

所管部・室・課 美化環境部　美化推進課 作成者 課長　宇野　功哉

２．事業の目的

職員人件費 3,933 △ 3,933 地方債

国県支出金

△ 2,548

参考
職員数（人） 特定財源（その他） 3,593 5,072

公債費 特定財源（都市計画税）

△ 1,479

再任用職員数（人） 1 △ 1

　狂犬病予防法に基づき、犬の飼い主に飼い犬登録と年１回の狂犬病予防注射が義務付けられている。

　国により毎年４月から６月が狂犬病予防注射期間として定められており、４月に狂犬病予防集合注射を川西・猪

名川獣医師会と協力して実施した。

　犬の登録義務（鑑札の交付、再交付、犬の転入による鑑札の引替交付、登録事項変更等）、狂犬病予防注射業務

（注射済証の交付、再交付、予防注射の案内、ＰＲ等）を実施した。

　　〈犬の登録・狂犬病予防注射〉

　　　　　　　　犬の購入・譲り受け　　　　　　　　　　　犬の登録（生後９１日目以降、生涯に１回）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年１回の予防注射（集合注射・動物病院で注射）

<細事業１> 犬の登録事業

団体等との共催・連携（１）参画と協働の主な手法（実績）

４．事業目的達成のための手段と成果

細事業事業費（千円） 3,593
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

　

自己評価（達成度）

２７年度の事業の達成状況

想定以上の成果を達成できた。 国内では、昭和３１年以後、狂犬病の発生はないが、周辺

国では発症しているため、今後とも狂犬病予防接種の啓発活

動を推進していく必要がある。

世界保健機構（ＷＨＯ）では、狂犬病が侵入した場合は、

国内犬の７０％以上に狂犬病に対する免疫があれば、蔓延を

防止できると勧告しているが、平成２７年度の本市での狂犬

病予防注射接種率は７１．５％であった。
※「自己評価（達成度）」は、数値や具体的な行政サービスの向上、建設
事業等の進捗状況を踏まえ、各種計画や予算で想定していた成果に対する
達成度合いで評価しています。

課題と改善について ２８年度以降における具体的な方向性について

狂犬病予防法により、犬の登録と狂犬病予防注射

が義務付けられており、一層の啓発と予防注射の実

施率向上を図る必要がある。

今後とも、広報誌に狂犬病予防の啓発記事を掲載するとと

もに、川西・猪名川獣医師会とも協力しながら、狂犬病の発

生防止対策を着実に推進していく。

また、動物愛護センターとも連携し、飼育マナーの向上を

図る。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と
協働」の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記
述しています。

おおむね達成できた。

少し達成できた。

現状のままに留まった。

○犬の登録数 （単位：頭数）

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度

登録数 8,959 9,034 8,957 8,422 8,571

新規登録数 611 516 618 544 703

○狂犬病予防注射実施頭数 （単位：頭数）

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度

実施頭数 6,291 6,123 6,117 6,165 6,127

○登録犬転入・転出頭数 （単位：頭数）

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度

転入頭数 70 97 115 116 146

転出頭数 185 161 126 101 134

286



287



 

 

 

288



 
 

289



290



291



292



 
 

 
 

293



 

 

 

 

294



295



 

 

296



297



298



299



300



301



302



303



304



305



306



307



308



309



310






